いしかわゼロカーボンの日（仮称）キックオフイベント
企画運営等業務委託プロポーザル実施要領
　次のとおり企画提案書を募集する。　
令和４年６月２２日
公益社団法人　いしかわ環境パートナーシップ県民会議
会　長　　蔵　本　和　夫
１　委託業務の概要
（１）業務名称
いしかわゼロカーボンの日（仮称）キックオフイベント企画運営等業務
（２）業務内容
いしかわゼロカーボンの日（仮称）キックオフイベントの企画及び運営に係る業務。
なお、詳細については企画提案仕様書による。
（３）実施日
　　　　令和４年１０月１０日(月・祝)
　　　　（準備：同月９日(日)　撤収：同月１１日(火)）
（４）実施場所
　　　　石川県地場産業振興センター　新館コンベンションホール
（金沢市鞍月２丁目２０番地）
　　　　鞍月セントラルパーク（金沢市鞍月１丁目）
（５）費用
　　　　金６，０００，０００円以内（消費税及び地方消費税含む）
２　スケジュール（予定）
（１）プロポーザル実施要領等の公表　　　　　　　　令和４年６月２２日（水）
（２）参加申込書等提出期限　　　　　　　　　　　　令和４年７月　１日（金）
（３）要領等に関する質問の提出期限　　　　　　　　令和４年７月　１日（金）
（４）企画提案書等提出期限　　　　　　　　　　　　令和４年７月１３日（水）
（５）企画提案に関するプレゼンテーションの実施　　令和４年７月２０日（水）
（６）選定結果通知、契約締結　　　　　　　　　　　令和４年７月下旬
３　プロポーザル参加資格等
（１）次の要件を全て満たすこと。
　　①  石川県内に本社、支社または営業所を有する法人であること。
　　②  過去５年間に本業務と類似規模の業務の実施実績があること。なお、類似規模の業務とは、１（４）の実施場所又は床面積５，０００㎡以上の施設におけるイベントの企画及び運営に係る業務をいう。

　　③　参加申込書及び企画提案書受付期間において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく民事再生手続き開始の申立てがなされていない者であること。
　　④　次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること
　　　ア　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下、同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成２３法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者
　　　イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与している者
　　　ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしている者
　　　エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　　　オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　　⑤　石川県の納税義務を有する者にあっては、当該県税全般について、未納がない者であること。
（２）提案は、１者１件とする。

（３）共同企業体による参加
　　　参加者は、以下の条件を満たしている事。
　　①　構成員のいずれかが上記（１）の①、及び②の条件を満たすこと。
　　②　すべての構成員が上記（１）の③から⑤のすべての条件を満たすこと。
（４）次の事項に該当した者は、本業務について企画提案する資格を失う。
①　実施要領及び企画提案仕様書に定める条件や規定に従わない場合
②　あらかじめ審査に影響を与える恐れのある行為を行った場合
③　公正な企画競争を妨げる恐れのある行為等を行い、又は、行おうとした場合
４　質問の受付及び回答
　　実施要領及び仕様書等に関する質問がある場合は、次により提出すること。
（１）提出方法
　　　　質問票（様式１）を電子メールで提出し、送付後必ず電話で着信確認を行うこと。件名は「いしかわゼロカーボンの日企画運営等業務委託応募への質問」とすること。
（２）提出先
　　　　〒９２０－８２０３　金沢市鞍月２丁目１番地（いしかわエコハウス内）
　　　　公益社団法人いしかわ環境パートナーシップ県民会議
　　　　電話：０７６－２６６－０８８１　ＦＡＸ：０７６－２６６－０８８２
　　　　メールアドレス：info@eco-partner.net
（３）提出期限
　    　令和４年７月１日（金）午後４時
（４）質問への回答方法
　　　　電子メール
　　　　　なお、実施要領及び仕様書等の補足事項として、周知の必要があると認められる場合は、参加申込書提出者に周知する。
５　参加申込書の提出
　　本プロポーザルに参加を希望する場合は、次のとおり参加申込書を提出すること。
（１）提出書類　※内容によっては追加書類の提出を求めることがある。
①　公募型プロポーザル参加申込書（様式２）［１部］
②　会社概要（様式３）［１０部］
※法人の概要が記載されたパンフレット等がある場合は、併せて添付すること。
※共同企業体で参加する場合、全ての構成員分を提出すること。

③　過去５年間の類似事例の実績（様式４）［１０部］
④　業務の実施体制（様式５）[１部]
⑤　誓約書（様式６）［１部］
※共同企業体の場合は、全ての構成員分を提出
（２）提出方法
　　　　持参又は郵送
　　　　※提出書類を郵送する場合、記録が残る方法により提出期限までに必着させること。
（３）提出先
　　　　上記４（２）に同じ。
　　　　　なお、持参の場合の受付時間は、月曜日及び祝日を除く、午前９時から午後５時までとする。

（４）提出期限

　　令和４年７月１日（金）午後４時（必着）
（５）参加の辞退
参加申込書（様式２）を提出したにもかかわらず、事情等により参加を辞退する場合は、速やかに参加辞退届（様式７）を提出すること。
６　企画提案書等の提出
　　５により参加を表明した者は、以下により企画提案書を提出すること。
（１）提出書類
　　①　企画提案書（様式８）［正本１部、副本９部］
　　②　見積書（任意様式）［１部］

（２）提出方法
　　  　持参又は郵送
　　　　※提出書類を郵送する場合、記録が残る方法により提出期限までに必着させること。

（３）提出先
　　　　上記４（２）に同じ。
　　　　　なお、持参の場合の受付時間は、月曜日及び祝日を除く、午前９時から午後５時までとする。

（４）提出期限
　　　　令和４年７月１３日（水）午後４時（必着）
（５）企画提案書記載上の留意事項
　　①　企画提案書は、実施要領及び仕様書等に記載されている各条件を踏まえて作成するとともに、各提案につき１枚とすること。
　　②　Ａ３判、文字は１１pt以上とすること。
　　③　別途費用が必要なものは記載しないこと。
　　④　企画提案書には表紙を付け、正本は余白に会社名を表示し、副本には企画提案書内に会社名を表示しないこと。
（６）その他留意事項
　　①　提出された書類は、一切返却しない。
　　②　資料提出後の追加、訂正は認めない。
　　③　提出された企画提案書は、審査に必要な範囲において複製する。

７　企画提案書の審査
　　企画提案書の審査については、提出された企画提案書に基づくプレゼンテーションにより実施する。日時及び会場等については、企画提案書の提出があった者に対して別途通知する。
８　業務委託候補者の選定及び審査結果の通知
（１）企画提案書及びプレゼンテーション並びに業務実績、業務実施体制の内容により評価する。評価点が最も高い企画提案書等を提出した者を業務委託候補者とする。審査内容については公表しない。審査結果についての異議申立は認めない。
（２）企画提案書の採否結果は、各企画提案者に文書で通知する。
（３）参加者が次のいずれかに該当した場合は、失格とする。
　　①　提出期限に遅れた場合
　　②　実施要領等の条件を満たさない場合
　　③　提出書類に虚偽の記載をした場合
　　④　審査に影響を与えるような工作、又はその疑いのある行為をした場合

９　契約の締結
審査の結果、業務委託候補者と協議を行い、事業の実施に関する事項等について合意できた場合に、契約を締結する。

　　なお、業務委託候補者との協議が整わない場合は、次点者と契約の交渉を行う。
10　契約の解除
　　契約締結後であっても、次のいずれかに該当する場合は、契約を解除することを妨げないものとする。
（１）提出書類への虚偽の記載が明らかになった場合
（２）受託者に重大な瑕疵がある場合
（３）業務遂行の意思が認められない場合
（４）業務遂行能力が無いと認められた場合
11　新型コロナウイルス感染症（以下、新型コロナ）等の状況を踏まえた対応
　　以下の場合、委託者と受託者で協議の上、決定または実施することとする。

（１）新型コロナの感染状況等により、実施日にイベント開催が困難となった場合、延期または中止とすることがある。
（２）延期または中止となった場合、委託期間及び委託金額を変更し、書面によりこれを定める。
（３）延期の場合、仕様書に記載された内容（日時、会場、業務委託内容等）について、必要に応じて変更を行う。
（４）審査や業務委託契約後の打ち合わせなどについて、新型コロナの感染状況により、接触防止を目的として、電子メール等を利用したオンラインでの実施となる場合がある。
12　著作権等
（１）本業務の成果品に係る著作権（作成の過程で作られた素材等の著作権も含む）及びその権利はすべて委託者に無償で譲渡するものとする。
　　　ただし、受託者と委託者の協議の上、欠かすことができないと認めた構成素材のうち、当該著作権を委託者に帰属させることが困難なものについてはこの限りでない。
（２）成果品及び構成要素に含まれる第三者の著作権、商標権、その他の権利についての交渉・処理は受託者が調査・処理を行うものとし、当該費用も見積額及び契約額に含めること。
13　その他
（１）参加申込書の提出をもって、本要領の記載事項を承諾したものとみなす。
（２）提出書類の作成及びプレゼンテーションにかかる費用は、参加者の負担とする。
（３）企画提案の著作権は、その参加者に帰属する。
（４）採用した企画提案の使用権は委託者に帰属する。
（５）委託者は、採用した企画提案を企画書の原案とするが、受託者と協議のうえ、その一部を変更することができる。

（６）本企画提案の参加により知り得た情報は、他者に漏らしてはならない。
	〈連絡先〉
〒920-8203　石川県金沢市鞍月2丁目１番地（いしかわエコハウス内）
公益社団法人いしかわ環境パートナーシップ県民会議
TEL 076-266-0881   FAX　076-266-0882
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　info@eco-partner.net
※毎週月曜日・祝日・年末年始は休館日です。
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